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1．はじめに
福島第一原子力発電所の事故により飛散した放射性セシウ

ムに汚染された廃棄物や除染作業に伴う除去土壌のうち、福
島県内で発生し中間貯蔵施設に搬入される量は、現時点で
1400 万 m3 程度と予想されている1）。除去土壌については
2017 年 10月より中間貯蔵施設内の土壌貯蔵施設への貯蔵
が開始されており、放射能濃度の低いものは再生資材として
の活用が計画されている。また、放射能濃度の高いものは分
級処理した後に濃度の低い粗粒分は再生利用し、濃度が高
い細粒分は化学処理、熱的処理などを行うことが検討されて
いる1, 2）。一方、対策地域内の仮設焼却炉から発生する除
染廃棄物などに由来する焼却残渣（主灰とばいじん等）につ
いては、2020 年 3月から減容化施設において、熱的に溶融
してセシウムを揮散させる処理（以下熱処理）が行われてい
る3, 4）。その際に発生する放射能濃度の低い生成物（以下ス
ラグ）は再生利用が想定されているが、放射能濃度の高い灰
処理ばいじん（以下飛灰）は処分方法が未定であり、様 な々
研究が進められている。その中心となるのは飛灰中の放射能
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【要 約】 福島第一原発の事故に由来する放射性物質に汚染された廃棄物や除去土壌のうち、対策地
域内の仮設焼却炉から発生する焼却残渣などを対象として、2020年 3月から減容化施設において熱処
理（溶融処理）が行われている。 その生成物であるスラグは放射能濃度が低く再生利用が想定されてい
るが、飛灰は放射能濃度が高いため処分方法が未定であり、様々な研究開発が進められている。 本報告
では焼却残渣の減容化プロセス 5 CASEを設定し、第 1報で報告したマスバランス計算方法を使用して、
発生物の物量と放射能濃度を計算し比較した。 その結果、基準となるプロセスでは、焼却残渣 38万m3

（3.3万Bq/kg）に対して廃棄体 840 m3（1500万Bq/kg）が発生して 1/450の減容化となり、二次生成物
として洗浄残渣 1.7万m3、洗浄廃液 52万m3が発生した。 これに対し、洗浄残渣を熱処理に再投入する
と廃棄体、洗浄廃液が 4%増加したが、洗浄残渣の処分は不要となった。洗浄廃液を蒸発乾燥固化すると、
固化塩類が 6.6万m3発生した。 分配係数の大きい吸着剤を使用すると、廃棄体 110 m3（1億 2000万
Bq/kg）が発生し 1/3,500の減容化となった。 飛灰をそのまま固型化処理すると、廃棄体 18万m3（7.3
万Bq/kg）が発生して 1/2.1の減容化に留まった。
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セシウムをさらに濃縮して減容化するプロセスであり、例えば
洗浄により放射性セシウムを水中に溶出させ、その放射性セシ
ウムを吸着剤により選択的に吸着させ、その吸着剤を固型化
して廃棄体とする方法であり、そのための基礎的研究が進め
られている5-22）。このほか、飛灰をそのままセメント固型化処
理するなどの方法も考えられる1）。ところが、最終処分の方法
や放射能濃度の基準が現時点では未定であるため、減容化
の有効性を評価するとともに、目標を明確にし実用化に向け
た検討を進めるためには、前述したプロセスを複数設定し、
二次生成物も含めた発生物の量と放射能濃度を定量的に比
較・評価することが重要である。

本研究の第 1 報5）では、減容化プロセスにおける発生物
の量と放射能濃度を定量的に計算する手法とその試算例を
示し、主要な運転パラメータが発生物の量と放射能濃度に与
える影響を定量的に評価した。本報告では、焼却残渣の減
容化プロセスとして5 CASEを設定してそれぞれのマスバラン
スを計算し、廃棄体の発生量とその減容化効果とともに、二
次生成物の発生量と放射能濃度、処分方法について比較・
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表1	 	マスバランス計算において設定した
処理対象物の質量と放射能濃度

対象物 設定値

体積 万m3 38

主灰 :飛灰 – 5 : 1

かさ密度 kg/m3 1,200

含水率 % 0
放射能濃度

（主灰/飛灰）
万Bq/kg 2/10

質量 M f

（合計）
万t 46

放射能濃度 R f

（平均）
万Bq/kg 3.3

図1	 減容化プロセスとマスバランスの概念図
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検討した。

2．減容化プロセスとマスバランス計算
処理対象物、減容化プロセスと処理技術について説明し、

その上でマスバランスの計算方法を示す。

（1）処理対象物
処理対象物は、中間貯蔵施設に搬入された焼却残渣 34

万m3 に、除去土壌から分別された可燃性の除染廃棄物の
焼却残渣 4 万m3 を加えた合計 38万 m3とした1）。今回の
マスバランス計算では固形物の質量と放射能濃度を与える必
要があるため、表 1 に示すように、焼却残渣の体積、含水
率、放射能濃度を与え4）、水分を除いた固形分ベースの質
量と放射能濃度に換算した。

なお、処理対象物に含まれる放射性物質は主に放射性セ
シウム（ 134 Csと137 Cs）であり、放射性物質汚染対処特措法
でも放射性セシウムを対象としていることから6）、本研究では

放射性セシウムのみを検討の対象とした。セシウムは自然界に
も安定セシウム（ 133Cs）として存在し、焼却残渣にも数 ppm、
放射性セシウムの 100万倍程度含まれているが 7 , 8）、安定セ
シウムも放射性セシウムも減容化プロセスにおける挙動はほぼ
同じであるので 8）、本報告では両者を合わせてセシウム（以
下 Cs）と記載する。

（2）減容化プロセスと処理技術
本研究では、焼却残渣を対象として熱処理を起点とする減

容化を対象とした。その減容化プロセスを図 1 に示すが、基
本は処理対象物を熱処理して発生した飛灰を洗浄して Csを
水中に溶出させ、そのCsを吸着剤により選択的に吸着させ、
その吸着剤を固型化して廃棄体とする5）。そのほか、点線で
示すように、洗浄残渣を熱処理に再投入する、洗浄廃液を
蒸発乾燥固化する、飛灰をそのまま固型化するなどいくつか
の選択肢もある。各処理の概要は次の通りである。
a）熱処理

減容化施設における焼却残渣を対象とした熱処理には、
「シャフト炉式ガス化溶融炉+回転式表面溶融炉」と「焼却
炉 +コークスベット式高温溶融炉」の 2 方式が採用されてお
り、2020 年 3 月に処理が開始された3）。前者では処理対象
物にCa（OH）2、CaCl2 などの添加物を加えたうえで1400ºC
程度に加熱して溶融させ、CsをCsCl（沸点 : 1295 ºC）とし
て他のアルカリ金属（Na, K）とともに揮散させ、飛灰側に濃
縮して回収する。Csが揮散した後の処理対象物は放射能濃
度の低い溶融スラグとして排出される8）。飛灰は洗浄処理に
移送されるが、そのまま固型化処理する選択肢もある。
b）洗浄処理

熱処理の飛灰には、アルカリ金属塩化物に加えて、添加
物由来のCaCl2、燃焼ガスとともに飛散したAl2 O3、SiO2、
バグフィルタで捕集する際の剥離剤であるCaCO3 などが含ま
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れる8）。この飛灰に洗浄水を加えて洗浄し、アルカリ金属塩
化物などの可溶成分を水中に溶出させる10 -12）。CaCO3、
Al2O3、SiO2 などは洗浄水に溶解せずに残渣となるが、処
分方法は未定であり、放射能濃度が低い場合には産業廃棄
物としての処分の可能性もあるが、熱処理に再投入する選択
肢もある。洗浄溶液は吸着処理に移送される。
c）吸着処理

洗浄溶液にはアルカリ金属（Na、K、微量のCs）などのイ
オンが含まれているが、Csを選択的に吸着する吸着剤により
Csを濃縮して回収する。洗浄溶液中にはK、NaがCsよりも
多量に含まれるため10, 12）、Cs の選択係数の大きい吸着剤が
必要であり、フェロシアン化物、ケイチタン酸塩などが使用され
る12 -17）。Csを吸着した吸着剤（以下使用後吸着剤）は固型
化処理に移送される。Cs が除去され放射能濃度の低下した
洗浄廃液の処分方法は未定であり、重金属類などの有害成
分を除去して排水基準値以下としたうえで放流の可能性もあ
るが、水分を蒸発させ固化塩類として処分する選択肢もある。
d）固型化処理

使用後吸着剤あるいは飛灰に固型化材を加えて固型化
し、最終処分可能な形態（廃棄体）とするが、その固型化
方法は未定である。特定廃棄物セメント固型化処理施設にお
ける10万Bq/kg 以下の焼却飛灰を対象としたセメント固型
化18）、原子力発電所などにおける放射性廃棄物を対象とし
たセメント固型化19）は実用化されている。そのほか、焼却残
渣や汚染土壌の減容化により発生する放射能濃度の高い生
成物に対するジオポリマー固型化 20）、ガラス固型化 21）などに
ついて基礎的な研究が行われている。

（3）マスバランスの計算方法
減容化プロセス全体のマスバランスを大きく把握するため

に、各処理において、個別の元素や成分ごとではなく、投入
物、添加物、生成物と全体を一括りにして定式化した。詳細
は第 1 報を参照のこと5）。

記号と添え字は次の通りである。
（記号）

M : 固体の質量（dry base） [ t ]
W : 液体の質量 [ t ]
R : 放射能濃度 [Bq/kg]
α : 質量比 [ - ]
β : セシウム質量百分率 [%]

（添え字）
a : 吸着剤
c : 熱処理の添加物
d : 熱処理の飛灰
f : 熱処理の対象物
e : 乾燥・固化塩類
h : 飛灰の固型化材

i : 吸着剤の固型化材
m : 熱処理の溶融スラグあるいは生成物
r : 洗浄処理の残渣
s : 洗浄処理の洗浄溶液
t : 吸着処理後の洗浄廃液
w : 洗浄処理の洗浄水
y : 飛灰を固型化した廃棄体
z : 使用後吸着剤を固型化した廃棄体

a）熱処理
スラグ、飛灰の質量（それぞれMmとMd ）と放射能濃度（そ

れぞれ RmとRd ）は、熱処理の対象物に対する添加物の質
量比をαc、処理対象物 + 添加物に対する飛灰の質量比を
αd、Cs の揮散率をβdとすると、対象物の質量 M fと放射能
濃度 Rfにより式（1）～ 式（4）で与えられる。

 	 ‥‥‥‥‥（1）
 	 ‥‥‥‥‥（2）
 	 ‥‥‥‥‥（3）
 	 ‥‥‥‥‥（4）

減容化施設の回転式表面溶融炉では、添加物比 αcは0.3
～ 0.6、飛灰発生比 αd は 0.05 ～ 0.2、Cs 揮散率 βd は 88
～ 99%の範囲にある8, 9）。
b）洗浄処理

洗浄残渣と洗浄溶液の質量（それぞれMrとWs ）と放射能
濃度（それぞれ R rとR s ）は、熱処理飛灰に対する洗浄水の
比をαw、熱処理飛灰の洗浄水への溶出比をαs、Cs の洗浄
水への溶出率をβsとすると、a）項で得られた飛灰の質量 Md

と放射能濃度 Rdを用いて、式（5）～式（8）で与えられる5）。

 	 ‥‥‥‥‥‥‥‥（5）
 	 ‥‥‥‥‥‥‥‥（6）
 	 ‥‥‥‥‥‥‥‥（7）
 	 ‥‥‥‥‥‥‥‥（8）

洗浄水比 αwは4 ～ 10、飛灰溶出比 αsは0.7～ 0.9、Cs
溶出率 βsは85 ～ 99%の範囲にある10 -12）。

なお、洗浄残渣を熱処理に再投入する選択肢もある。そ
の場合、洗浄残渣はスラグと飛灰に分配され、飛灰を洗浄し
た後の洗浄残渣が増加するため繰返し計算となり、処理対
象物の質量が式（9）、式（10）のように増加したことに相当
する5）。

 	‥‥‥‥（9）
 	‥‥‥（10）

c）吸着処理
吸着処理後の吸着剤の放射能濃度 Raと洗浄溶液の放射

能濃度 R t は、式（11）で定義される吸着剤に対する洗浄溶
液の比をαa、洗浄溶液中 Cs の吸着率をβaとすると、b）項
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で得られた洗浄溶液の質量Wsと放射能濃度Rsにより式（12）
と式（13）で与えられる5）。

 	 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥（11）
 	 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥（12）
 	 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥（13）

既往文献での基礎試験における分配係数は、ケイチタン酸
塩では 2,500 ～ 3,50012, 13）、フェロシアン化物では 20,000
～ 100,00013 -16）の範囲にある。分配係数は吸着剤固有の
特性であるが、吸着処理比 αa は装置設計上の運転パラメー
タであり、洗浄溶液の組成をもとに吸着塔における吸着剤の
破過吸着量、時定数を考慮した洗浄溶液の線速度や空間
速度などの設計条件について実用的な研究を行ったうえで決
定する必要があるが、現時点では文献での分配係数を参考
にして、αaは2,500 ～ 20,000 の範囲にあるとした5）。文献に
おけるCs 吸着率 βaは99%以上である17）。

なお、洗浄廃液を蒸発乾燥固化する選択肢もある。その
場合、固化塩類の質量 Meは、吸着剤に吸着されるCsの質
量を微量とすると、洗浄処理における飛灰からの溶出量と同
じであり、飛灰の質量Mdと洗浄水への溶出比αsから式（14）
で与えられる。また、固化塩類の放射能濃度 Re は、洗浄廃
液の放射能濃度 R t に、固化塩類の質量 Me に対する洗浄
廃液の質量 Wsの比を乗じることにより式（15）で与えられる。

 	 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥（14）

 	 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥（15）

d）固型化処理
吸着剤廃棄体の質量 Mzと放射能濃度 Rzは、吸着剤に対

する固型化材の比をα iとすると、c）項で得られた吸着剤の質
量 Maと放射能濃度 Ra により、それぞれ式（16）と式（17）
で与えられる5）。

 	 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥（16）
 	 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥（17）

なお、熱処理の飛灰をそのまま固型化処理する選択肢もあ
る。飛灰廃棄体の質量 Myと放射能濃度 Ryは、飛灰に対す
る固型化材の比をαhとすると、飛灰の質量 Mmと放射能濃
Rdにより、それぞれ式（18）と式（19）で与えられる。

 	 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥（18）
 	 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥（19）

固型化材比 αhとα i は、対象物の性状や放射能濃度により
適正値が異なると考えられ、今後の検討と実証が必要であ
る。参考値として、10万Bq/kg 以下の焼却残渣を対象とし
た特定廃棄物セメント固型化処理施設18）では約 0.5、放射
性廃棄物を対象とするセメント固型化の基礎試験 19）では 1.5

～ 4、ジオポリマー固型化 20）では約 3 である。
e）全体マスバランス

処理対象物の質量 M fと放射能濃度 R f をもとに、各処理
の運転パラメータであるαとβを与えると、熱処理でのスラグと
飛灰、洗浄処理での残渣と洗浄溶液、吸着処理での洗浄
廃液と使用後吸着剤、固型化処理での廃棄体について、順
次質量と放射能濃度が算出される。

（4）かさ密度の設定
マスバランスは質量基準で計算されるが、処分は体積基準

であるため、質量（ t）を体積（m3）に換算するためのかさ密
度を次のように設定した5）。

 スラグのかさ密度は1,600 から1,800 kg/m3 であり9）、そ
の中央値である1,700 kg/m3とした。
 洗浄残渣のかさ密度は、表 1 に示す焼却残渣と同じく
1,200 kg/m3とした。
 廃棄体の形態は未定であるが、セメント固型化を想定する
と見掛け密度は 1,500 kg/m3 程度であるので 22）、処分
場における充填率を70%として、処分場全体でとらえた
廃棄体のかさ密度は1,100 kg/m3とした。
 洗浄溶液の塩分濃度は、洗浄水比 αw = 5、飛灰溶出比
α s = 0.8 のとき = 13%となるため、
洗浄溶液の密度は1,100 kg/m3とした。
 固化塩類の主成分は NaCl（真密度 2,160 kg/m3）と
KCl（真密度 2,000 kg/m3）であるので、空隙率を40%
程度として、固化塩類のかさ密度は1,200 kg/m3とした。

3．減容化プロセスの 比較方法
環境省資料 1, 2）をもとに、焼却残渣を対象とした減容化プ

ロセスを5 CASE 設定し、それぞれの発生物に対して処分を
考慮して目標とする放射能濃度を与え、その放射能濃度を満
足するための運転パラメータを与えた。

（1）5 CASEの設定
図 1 に示すように、以下に示す5 CASEを設定した。

（a）CASE I-1（基準）
基準となる減容化プロセスであり、飛灰を洗浄して Csを洗

浄溶液中に溶出させ、溶出したCsを吸着剤で吸着し、使用
後吸着剤を固型化処理する。洗浄残渣と洗浄廃液は、それ
ぞれ放射能濃度を目標値以下として処分あるいは放流すると
した。
（b）CASE I -2（洗浄残渣を熱処理に再投入）

CASE I-1 において、洗浄処理おけるセシウム溶出率に限
界があり洗浄残渣の放射能濃度が目標値を超える場合などを
想定し、洗浄残渣を熱処理に再投入するとした。洗浄廃液
は放射能濃度を目標値以下として放流するとした。
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表 2	 減容化プロセスにおける運転パラメータと代表値5）

（網掛けは変化させた運転パラメータを示す）

処理 運転パラメータ 記号 文献値
計算条件

変化範囲 代表値

熱処理

添加物比 αc 0.3 - 0 .6 - 0.45

飛灰発生比 αd 0.05 - 0 .2 - 0.15

セシウム揮散率 βd 88% - 99% - 95%

洗浄処理

洗浄水比 αw 4 - 10 - 5

飛灰溶出比 αs 0.7 - 0 .9 - 0.8

セシウム溶出率 βs 85% - 99% 85% - 100 % 95%

吸着処理
吸着処理比 αa 2,500 - 100,000 2,000 - 20,000 2,500

セシウム吸着率 βa > 99% 95% - 100 % 99%

固型化処理 固型化材比 α i 1.5 - 4 - 3

図 2	 減容化プロセスのマスバランス計算例（表2の条件で計算）
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（c）CASE I -3（洗浄廃液を蒸発乾燥固化）
CASE I-1 において、洗浄廃液の放流が困難な場合を想

定して、洗浄廃液を蒸発・乾燥・固化処理により固化塩類と
して、洗浄残渣とともに放射能濃度を目標値以下として処分
するとした。

（d）CASE II（分配係数の高い吸着剤を使用）
CASE Iと同じ減容化プロセスであるが、分配係数が大き

く吸着処理比を大きくすることが可能な吸着剤を使用すること
により、より高度な減容化を行うとした。洗浄残渣と洗浄廃液
は、CASE Iと同じくそれぞれ放射能濃度を目標値以下して
処分あるいは放流するとした。

（e）CASE III（飛灰をそのまま固型化）
飛灰を洗浄処理することなく、そのまま固型化処理して処分

するとした。

（2）放射能濃度の目標値の設定
再利用あるいは処分が必要となるスラグ、洗浄残渣、洗浄

廃液、固化塩類に対して、それぞれ次のように放射能濃度
の仮の目標値を設定した。

   8,000 Bq/kg: 放射性物質汚染対処特措法において、取
り扱う作業者の年間被ばく線量が 1 mSv（自然放射能によ
る被ばくと同等）以下となる放射能濃度であり、この放射
能濃度を超えると指定廃棄物となる6）。この値は、用途限
定の管理された状態で対象物の再生利用が可能となる一
つの目安でもある1, 2）。
   90 Bq/L: 放射性物質汚染対処特措法において、公共
水域への放流が可能となる放射能濃度は134 Cs（半減期 : 
2.1 年）と137 Cs（半減期 : 30 年）でそれぞれ 60 Bq/L、
90 Bq/Lであるが6）、事故から9年が経過し134Csは1/10
以下に減少しているため、ここでは137Csのみを考慮した。
洗浄廃液の密度を1,100 kg/m3とすると、質量基準では
82 Bq/kgとなる。

（3）運転パラメータの設定
第 1 報で与えた運転パラメータの代表値とマスバランス計

算結果をそれぞれ表 2、図 2 に示す 5）。これをもとに、処理
の考え方と放射能濃度の仮の目標値から、各 CASE での運
転パラメータを設定した。結果を表3 に纏めて示す。
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表 3	 ケーススタディにおける運転パラメータの設定値
（網掛けは代表値から調整した数値）

処理 運転パラメータ 記号 代表値
設定値

CASE I-1 CASE I-2 CASE I-3 CASE II CASE III

熱処理

添加物比 αc 0.45 0 .45 0.45 0.45 0.45 0.45

飛灰発生比 αd 0.15 0 .15 0.15 0.15 0.15 0.15

セシウム揮散率 βd 95% 95% 95% 95% 95% 95%

洗浄処理

洗浄水比 αw 5 5 5 5 5 -

飛灰溶出比 αs 0.8 0 .8 0.8 0.8 0.8 -

セシウム溶出率 βs 95% 99 % 95% 99 % 99 % -

吸着処理
吸着処理比 αa 2,500 2,500 2,500 2,500 20,000 -

セシウム吸着率 βa 99 % 99.7 % 99.7 % 96% 99.7 % -

固型化処理 固型化材比 α i 3 3 3 3 3 1

図 3	 	洗浄処理におけるセシウム溶出率と
洗浄残渣放射能濃度の関係
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図 4	 	吸着処理におけるセシウム吸着率と
洗浄廃液放射能濃度の関係

図 5	 	吸着処理におけるセシウム吸着率と
固化塩類放射能濃度の関係
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（a）CASE I -1（基準）
運転パラメータを代表値としたマスバランス計算では、洗浄

残渣と洗浄廃液の放射能濃度が、それぞれ 3.6万 Bq/
kg、260 Bq/Lと目標値を超過した。洗浄残渣については、
洗浄処理におけるセシウム溶出率 βsと放射能濃度 Rr の関係
を図 3 に示すが、放射能濃度 Rrを8,000 Bq/kgとするため
に、セシウム溶出率 βsは99%とした。洗浄廃液については、
吸着処理におけるセシウム吸着率 βaと洗浄廃液の放射能濃
度 Rt の関係を図4 に示すが、放射能濃度 Rtを90 Bq/Lと
するために、セシウム吸着率 βaは99.7%とした。

（b）CASE I-2（洗浄残渣を熱処理に再投入）
洗浄残渣については、セシウム溶出率 β s が代表値である

95%のとき、放射能濃度 Rr は3.6万 Bq/kgと目標値を超え
るが、熱処理に再投入するためそのままとした。洗浄廃液に
ついては、放射能濃度 R t を90 Bq/Lとするために CASE 
I-1と同じくセシウム吸着率 βaを99.7%とした。
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図 6-1	 減容化プロセスのマスバランス計算結果（CASE I-1とCASE III）
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（c）CASE I-3（洗浄廃液を蒸発乾燥固化）
洗浄残渣については、放射能濃度 Rrを8,000 Bq/kgとす

るために、CASE I-1と同じくセシウム溶出率 β s は 99%とし
た。洗浄廃液を蒸発乾燥固化した固化塩類については、セ
シウム吸着率 βaと固化塩類の放射能濃度 Re の関係を図 5に
示すが、放射能濃度 Reを8,000 Bq/kgとするために、セシウ
ム吸着率 βaは96%とした。洗浄廃液を放流する場合（CASE 
I-1など）に比べてセシウム吸着率 βaは低い値となった。

（d）CASE II（分配係数の高い吸着剤を使用）
吸着処理比αaについて、CASE Iでは代表値である2,500

としたが 5）、CASE II ではフェロシアン化物などで想定される
20,000とした。

（e）CASE III（飛灰をそのまま固型化）
使用後吸着剤に対する固型化材比 α iの代表値は3とした5）。

一方、飛灰は放射能濃度が 15万Bq/kg 程度と低く、特定
廃棄物セメント固型化処理施設における対象物に近いため、
飛灰に対する固型化材比 α i は、特定廃棄物セメント固型化
処理施設における固型化材比 0.5 に余裕を付けて1とした。

4．結果と 考察
まず各 CASE のマスバランス計算を実施し、これらを比較

し考察を加えた。

（1） マスバランス計算結果
各CASEのマスバランス計算結果を図 6-1から図 6-4 に、

生成物の一覧を表4 に示す。概要は次の通り。
（a）CASE I-1（基準）

図6 -1に示すように、処理対象物 46万 t（3．3万 Bq/kg）
を熱処理すると、添加材 20万 tを加えるため、スラグ 56万 t

（1,400 Bq/kg）と飛灰 9．9万 t（15万Bq/kg）が発生し、

全体の質量は増加した。スラグの放射能濃度は仮の目標値
以下であり再生利用が想定されるが、飛灰に対してはさらに
減容化を行うことにより、廃棄体 920 t（1600万 Bq/kg）が
発生し 1/500 の減量化となった。一方、放射能濃度の低い
二次生成物として、洗浄残渣 2．0 万 t（8,000 Bq/kg ）、洗
浄廃液 58万 t（90 Bq/L）が発生した。

（b）CASE I-2（洗浄残渣を熱処理に再投入）
図 6-2 に示すように、式（9）と式（10）により処理対象物

が CASE 1-1での 46万 t（3．3 万Bq/kg）から49万 t（3．3
万Bq/kg）に増加したことに相当する。熱処理によりスラグ
59万 t（1,400 Bq/kg）と飛灰 10．4 万 t（15万 Bq/kg ）が
発生し、この飛灰を減容化することにより、廃棄体 960 t

（1500万Bq/kg）が発生し1/480 の減量化となった。処分
が必要な二次生成物として、洗浄残渣は発生せず、洗浄廃
液 60万 t（90 Bq/L）のみが発生した。

（c）CASE I-3（洗浄廃液を蒸発乾燥固化）
図 6 -3 に示すように、CASE 1-1と同じく放射能濃度の高

い廃棄体 920 t（1500万 Bq/kg）が発生し、二次生成物と
して洗浄残渣 2．0 万 t（8,000 Bq/kg）と固化塩類 7．9万 t
（8,000 Bq/kg）が発生した。
（d）CASE II（分配係数の高い吸着剤を使用）

図 6 -4 に示すように、廃棄体 120 t（1億 2000万 Bq/
kg）が発生して 1/4,000 の減量化となり、CASE I-1よりも
減量化の効果が大きくなった。放射能濃度の低い二次生成
物としては、CASE I-1と同じく洗浄残渣が 2.0 万 t（8,000 
Bq/kg）、洗浄廃液 58万 t（90 Bq/L）が発生した。

（e）CASE III（飛灰をそのまま固型化）
図 6 -1 の点線で囲まれた部分に示すように、廃棄体 20

万 t（7.3万 Bq/kg）のみが発生した。
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図 6-2	 減容化プロセスのマスバランス計算結果（CASE I-2）
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図 6-3	 減容化プロセスのマスバランス計算結果（CASE I-3）
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図 6-4	 減容化プロセスのマスバランス計算結果（CASE II）
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表 4	 各CASEでの発生物の質量と体積

生成物
放射能濃度

（Bq/kg）
かさ密度

（kg/m3
）

質量（万t） 体積（万m3
）

熱処理
CASE

I-1
CASE

I-2
CASE

I-3
CASE

II
CASE

III 熱処理
CASE

I-1
CASE

I-2
CASE

I-3
CASE

II
CASE

III

焼却残渣 3.3万 1,200 （46） （46） （46） （46） （46） （46） （38） （38） （38） （38） （38） （38）

スラグ 1,400 1,700 56 56 59 56 56 56 33 33 35 33 33 33

飛灰 15万 1,200 9.9 （9.9）（10.4）（9.9）（9.9）（9.9） 8.3 （8.3）（8.7）（8.3）（8.3）（8.3）

洗浄残渣 8,000 1,200 2.0 （2.1） 2.0 2.0 1.7 （1.8） 1.7 1.7

洗浄廃水 90 1,100 58 60 （58） 58 52 55 （52） 52

固化塩類 8,000 1,200 7.9 6.6

吸着剤廃棄体 >1500万 1,100 0.092 0.096 0.092 0.012 0.084 0.087 0.084 0.011

飛灰廃棄体 7.3万 1,100 20 18

図 7	 各CASEでの全発生物の比較
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図 9	 各CASEでの 8,000	Bq/kgを超える発生物の比較
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（2）比較と考察
マスバランスは質量ベースであるが、再生利用と処分は体

積ベースであるため、2（4）で与えた密度をもとに質量を体積
に換算して考察した。表4、図 7 から図 9に各CASEの発
生物の体積の比較を示す。

なお、熱処理においては、スラグが 56万 t（1,400 Bq/
kg）発生し、焼却残渣に対する質量比は 1．2（56万 t/46
万 t）と増加するが、体積比では0．87（33万 m3/38万 m3）
とやや減容化された。一方、飛灰は9．9万 t（15万 Bq/kg）
発生し、焼却残渣に対する質量比は0．21（9．9万 t/46万 t）、
体積比は0．22（8．3 万 m3/38 万 m3）であった。スラグは放
射能濃度が仮の目標値 8,000 Bq/kg 以下であり再生利用
が想定されているため、処分方法が未定の飛灰の処理につ
いて考察した。

  飛灰を洗浄処理すると（CASE I-1）、図 7、図 8 に示す
ように、吸着剤廃棄体が 840 m3 発生し、焼却残渣に対し
て 1/450 の減容化となった。放射能濃度の低い二次生
成物として洗浄廃液、洗浄残渣が発生したが、二次生成
物の大部分を占める洗浄廃液を放流とすると、図 8 に示
すように、処分の対象は洗浄残渣となり大きく低減された。
なお、洗浄廃液には焼却残渣に由来する重金属類も含ま
れており23）、放流前には重金属類濃度を基準値以下とす
るための排水処理が必要である。
  洗浄残渣を熱処理に再投入すると（CASE I-2）、図 7、
図 8 に示すように、CASE I-1 に比べて吸着剤廃棄体と
洗浄廃液の発生量が 4%程度増加したが、洗浄残渣の
処分が不要となり、洗浄廃液を放流とすると、吸着剤廃
棄体だけが処分の対象となった。この場合、洗浄残渣の
放射能濃度に対する制約はなくなり（8,000 Bq/kgを超え
ても良い）、既存の灰洗浄装置をそのまま使用できる可能
性がある。一方、洗浄残渣には焼却残渣に由来する重
金属類も含まれており23）、熱処理で揮散するが洗浄処理
で除去されないものがあると系内に蓄積するため、熱処理
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表 5	 各CASEの特徴と発生物のまとめ

CASE 減容化プロセスの特徴 発生物

I-1

● 基準となる減容化プロセスで、飛灰の洗浄、放射性Csの
吸着、使用後吸着剤を固型化する。

● 放射能Csが濃縮された吸着剤廃棄体のほか、二次生成物
として洗浄残渣と洗浄廃液が発生する。

● 吸着剤廃棄体の焼却残渣に対する減容化比は 1/450である。
● 洗浄廃液を排水処理後に放流出来れば、処分が必要な二次

生成物は洗浄残渣のみとなる。

I-2
● 洗浄残渣を熱処理に再投入する。 ● 洗浄残渣の処分は不要となる。

● 吸着剤廃棄体と洗浄廃液が 4%程度増加する。

I-3 ● 洗浄廃液を蒸発乾燥固化する。 ● 洗浄廃液の代わりに固化塩類が発生し、処分が必要となる。

II
● 分配係数の高い吸着剤を使用する。 ● 減容化効果が大きくなり、吸着剤廃棄体の焼却残渣に対する

減容化比は 1/3,500である。

III
● 熱処理飛灰を減容化することなく、そのまま固型化する。 ● 飛灰の洗浄・吸着処理などは不要となる。

● 飛灰廃棄体の焼却残渣に対する減容化比は 1/2.1に留まる。
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に再投入する前の除去が必要となる可能性があり、今後
の確認が必要である。
  洗浄廃液を蒸発乾燥固化すると（CASE I-3）、図 8 に
示すように、CASE I-1 に比べて処分の対象となる固化
塩類が増加した。一方、図 6 -3 に示すように、固化塩類
の放射能濃度の目標値を8,000 Bq/kgとすると洗浄廃液
の放射能濃度の目標値は 1,100 Bq/kgとなり、放流する
場合に比べ高くなるため、吸着処理は容易となる。また重
金属類を除去するための排水処理も不要となると考えられ
る。洗浄残渣、固化塩類、吸着剤廃棄体を合わせた体
積は飛灰とほぼ同じであり、Cs が濃縮された吸着剤廃棄
体と放射能濃度の低い洗浄残渣と固化塩類に飛灰を分
離したと言える。
  分配係数の大きい吸着剤を使用すると（CASE II）、図
8、図 9 に示すように、洗浄廃液、洗浄残渣の発生量は
CASE I-1と同じで、吸着剤廃棄体の発生量が 840 m3

から110 m3 に減少し、焼却残渣に対する減容化比は
1/3,500と減容化の効果がさらに大きくなった。ただし、
放射能濃度が 1600万 Bq/kg から1億 2000万 Bq/kg
まで増加するため、処理施設において CASE I-1よりも高
度な放射線防護対策が必要になると考えられる。吸着剤
の選定においては、減容化比（廃棄体の体積）、放射
線防護対策、さらに固型化処理の方法を含めて総合的な
評価が必要である。
  飛灰をそのまま固型化処理すると（CASE III）、図 7 か
ら図 9 に示すように廃棄体の体積が飛灰の 2.1 倍に増加
して焼却残渣に対する減容化比が 1/2.1 に留まり、処分
の対象物が CASE I や CASE II に比べて大きく増加す
る。一方、減容化プロセスに関連した洗浄、吸着などの
設備一式は不要となるとともに、飛灰廃棄体の放射能濃
度は 7.5万 Bq/kgと比較的低いため、処分や取扱いは
容易になると考えられる。

（3）課題と今後の予定
減容化プロセス5 CASE の特徴と発生物の比較を表 5に

示す。各 CASE には一長一短があり、これらを比較・評価
するため、今後放射能濃度だけではなく重金属類も考慮し
て、洗浄・吸着・固型化のための設備費と運転費、発生す
る廃棄体と二次生成物の処分費用を試算する予定である。
ただし、各処理には技術的に未検証な項目もあり、また処分
側から想定される仮の目標値から逆算して仮定した運転パラ
メータもあるため、並行して、次のような項目について減容化
施設の熱処理飛灰を使用した試験などを実施し、検証する
必要がある。
  洗浄処理における洗浄方法とセシウム溶出率 βsの確認
  洗浄残渣中の重金属類の挙動の把握とその除去方法
  吸着処理における吸着剤の選定と吸着方法、セシウム吸
着率 βaの確認
  洗浄廃液中の重金属類の濃度の把握とその処理方法
  飛灰と使用後吸着剤に適した固型化材の選定と固型化
方法

また、吸着剤廃棄体、飛灰廃棄体、二次生成物である洗
浄残渣、洗浄廃液、固化塩類は、それぞれ放射能濃度、
性状、Cs の溶出特性が異なるため、最終処分における輸送
方法や処分場における保管方法や管理期間が異なり、また
社会受容性も大きく異なることが予想される。そのため、各
CASE の総合的評価においては、環境安全性の側面や経
済的な側面だけでなく、ステークホルダーを包括した社会的側
面も含めた検討・議論も必要である。

5．まとめ
中間貯蔵施設では、2020年 3月より焼却残渣を熱処理に

より減容化する施設の運転が開始された。熱処理からはスラ
グと飛灰が発生し、スラグは再生利用が計画されているが、
飛灰の処理と処分の方法は未定である。第 1 報では飛灰を
さらに減容化するプロセス（洗浄処理→吸着処理→固型化
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処理）について、発生物の量と放射能濃度の定量的な把握
を可能とする全体マスバランス計算手法を報告した。

本報告では、焼却残渣 46万 t（= 38万 m3、15万 Bq/
kg）に対する減容化プロセスとして、熱処理の飛灰をさらに減
容化するかどうか、どこまで減容化するか、洗浄残渣を熱処
理に戻すかどうか、洗浄廃液を放流するかどうかによって 5 
CASEを設定して、マスバランスを計算し比較した。今後、
この計算結果をもとに、各 CASE の経済性の試算を行う予
定である。
  CASE I-1（基準）では、廃棄体 840 m3（1600万 Bq/
kg）が発生し焼却残渣に対して1/450 の減容化となった。
放射能濃度が低い二次生成物として、洗浄残渣 1.7万
m3（8,000 Bq/kg）、洗浄廃液 52万 m3（90 Bq/L）
が発生した。
  CASE I-2（洗浄残渣を熱処理に再投入）では、廃棄体、
洗浄廃液が CASE I-1 から約4%増加したが、洗浄残
渣の処分は不要となった。
  CASE I-3（洗浄廃液蒸発乾燥固化）では、洗浄廃液
52万 m3（90 Bq/L）に替わりに固化塩類が 6.6万 m3

（8,000 Bq/kg）発生した。
  CASE II（分配係数の大きい吸着剤を使用）では、さら
に減容化の効果が大きくなり、廃棄体が 110 m3（1 億
2000万 Bq/kg）が発生し、焼却残渣に対して 1/3,500
の減容化となった。
  CASE III（飛灰をそのまま固型化）では、洗浄・吸着な
どの処理は不要となるが、廃棄体18万m3（ 7.3万 Bq/
kg）が発生し焼却残渣に対して1/2.1の減容化に留まった。
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● Summary ● Among the waste and removed soil contaminated by radiocesium from the Fukushima Daiichi Nuclear 
Power Station accident, from March 2020 incineration residue produced from temporary incinerators in the Special 
Decontamination Area is now being treated in volume reduction facilities, which use thermal treatment to evaporate and 
concentrate radiocesium.  Its main product is molten slag with a limited concentration of radiation, and which is planned 
to be reused.  Its by-product is highly radioactive fly ash, the final disposal of which is the subject of various studies.  In 
this report, using the mass balance calculation method introduced in our previous report, we calculate and compare the 
mass balances and radioactivities of five treatment processes.  In the standard treatment process, 380,000 m3 of incineration 
waste with 33,000 Bq/kg was reduced to 840 m3 of disposal waste with 16 × 106 Bq/kg, a volume reduction of 1/450, and 
produced 17,000 m3 of washing residue and 520,000 m3 of wastewater as lower-radioactive by-products.  Returning the 
washing residue to the thermal treatment made its disposal unnecessary and increased the amount of disposal waste and 
wastewater by only 4%.  Evaporation of wastewater produced 66,000 m3 of solidified salts.  When higher-performance 
adsorbent was used, 110 m3 of disposal waste with 120 × 106 Bq/kg was produced, a volume reduction of 1/3,500.  When 
fly ash was solidified without volume reduction, 180,000 m3 of disposal waste with 73,000 Bq/kg was produced, a volume 
reduction of only 1/2.1.  From these results, the next report will estimate the cost of each treatment process and the disposal 
cost of all products and compare the economics.
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